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赤い羽根「災害ボランティア・ＮＰＯ活動サポート募金・九州 (ボラサポ・九州)」 

被災地住民支え合い活動助成 

令 和 ４ 年 度 応 募 要 項 

 

 

１ 助成対象  

（１）対象団体と実施地域 

［対象団体］ 

下記地域において、地元住民のグループ等による支え合い活動を行う住民団体やボランティアグ

ループ、ＮＰＯ法人、社会福祉協議会等であって、熊本県内の住民複数名で構成されている非営利

団体 

 ［実施地域］ 

県内全域 

 

（２）助成対象活動（事業を地域と広域の２種類に区分する） 

上記実施地域内において令和４年４月から令和５年３月末までに実施する、熊本地震及び熊本

豪雨災害被災者への助け合い活動、支援活動を対象とする。 

なお、熊本市内で行われる被災者同士の助け合い活動を重点対象活動とする。 

① 熊本地震及び熊本豪雨災害の被災者で、今も仮設住宅（みなし仮設住宅含む）等で避難生活を

送っている人々や災害公営住宅など新たな住まいに入居した人々の助け合い活動、つながりづ

くり等支援活動やコロナ禍におけるITなどを活用したコミュニティづくりなどの活動などを対

象とする。「別紙１-Ⅰ」を参照。 

②  助成決定後の活動に要する費用であること。応募額は千円未満切り捨て。 

 

（３）助成区分 

  ア（地域助成） 

   １団体の同一市町村内１事業についての限度額は３０万円とする。ただし、活動内容等により熊

本県共同募金会が認めた場合は５０万円を上限額とする。 

イ（広域助成） 

 １団体の２市町村以上における１事業についての限度額は５０万円とする。ただし、活動内容等

により熊本県共同募金会が認めた場合は１００万円を上限とする。 

※団体の目的や活動が、政治・宗教に関わりがないこと、また、市民社会の秩序または安全に脅威

を与える反社会的勢力と関わりがないことを条件とする。 

 

（４）助成対象費用 

活動資材、消耗品費等購入費、備品費、会議費、研修費、謝金、電話等通信費、水道光熱費、印

刷費、サロン等の飲食費、運搬費、交通費、ガソリン代、保険料等を対象とする。 

対象費用例、各費目の上限額、対象外経費は、「別紙１－Ⅱ～Ⅳ」を参照。 

 

２ 助成総額  

令和４年度は２，４００万円 
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３ 応募の受付時期と決定時期  

応募受付期間：令和４年７月２０日（水）から令和４年８月２６日（金）まで 
 決定時期：   ９月末までに決定 

※ただし、助成総額に達した時点で受付を終了する。 

  

４ 応募方法  

「活動助成応募書」様式１、「事業実施予算書」様式２に必要事項を記入の上、市町村共同募金委員 

会・支会・分会または熊本県共同募金会へ提出する。 

※活動先・居住地もしくはこれまで関わったことのある最寄りの市町村共同募金委員会・支会・分

会。 

※上記応募先がわからない場合には、熊本県共同募金会へ照会すること。 

 

５ 選考・交付  

（１）選考にあたって重視する点 

①  住民同士の支え合いをサポートする活動であること。 

②  さまざまな人たちの参加と協力が得られていること。 

③  実施する活動の目的が明確になっており、メンバーで共有できていること。 

 

（２）要件 

①  活動について、他団体及び市町村共同募金委員会・支会・分会が実態を確認できること。 

 ②  団体の代表と会計の担当が決まっており、活動を実施・報告できる体制が整っていること。 

 

（３）助成決定 

①  他団体及び市町村共同募金委員会・支会・分会が実態を確認し、熊本県共同募金会に推薦す

る。 

②  他団体及び市町村共同募金委員会・支会・分会から推薦されたものを熊本県共同募金会におい

て審査し、助成を決定する。 

  ただし、審査により助成額が減額される場合もある。 

③ 審査結果は、市町村共同募金委員会・支会・分会に通知する。 

 

（４）助成金の交付 

①  助成決定後、１０日以内に、助成金の全額を送金する。 

②  助成団体は活動終了後、１ヵ月以内に、「活動報告書」様式3、「事業実施精算報告書」様式４

に必要事項を記入の上、市町村共同募金委員会・支会・分会に報告する。 

 

６ 照会先  

［照会先］ 

社会福祉法人熊本県共同募金会 

〒８６０-０８４２ 熊本市中央区南千反畑町３-７ 熊本県総合福祉センター内 

ＴＥＬ０９６-３５４-３９９３  ＦＡＸ０９６-３５３-４５６６   

ホームページ http://www.akaihane-kumamoto.jp/ 


